
● 2040年に向けて総合的な医療提供体制改革を実施していくため、地域医療構想の実現に向けた取組や医師の偏
在対策と連携しつつ、医師の労働時間短縮を強力に進めていくための、実効的な施策を講じる。

■働きやすく働きがいのある職場づくりに向けた環境の整備 40.2億円（15.3億円）

■2024年度から始まる新たな制度設計等への支援 3.8億円（2.2億円）

・医師の労働時間短縮のための「評価機能」(仮称)
の設置準備(新規) 0.7億円

・医療のかかり方普及促進事業 2.1億円(2.2億円)

・特定行為に係る看護師の研修制度の推進 6.9億円(5.9億円)

・助産師活用推進事業 0.8億円(0.6億円)

・病院薬剤師を活用したタスク・シフティング推進事業(新規) 0.2億円

・医療機能の分化・連携に向けた具体的対応方針に
対する病院支援事業(新規) 0.９億円

■組織マネジメント改革の推進等 3.0億円（2.8 億円）

・医療機関管理者を対象としたマネジメント研修 0.4億円(0.5億円)

・医療従事者勤務環境改善推進事業 0.1億円(0.1億円)

・看護業務の効率化に向けた取組の推進 0.3億円(0.3億円)

・タスク・シフティング等医療勤務環境改善推進事業 21.2億円(3.9億円) 

・医療専門職支援人材確保支援事業(新規) 0.1億円

・Tele-ICU体制整備促進事業 5.5億円(5.0億円)

・妊産婦モニタリング支援事業(新規) 5.5億円

・女性医師支援センター事業 1.4億円(1.4億円)

・女性医療職等の働き方支援事業 0.5億円(0.5億円)

・医療現場における暴力・ハラスメント対策普及啓発事業(新規) 0.3億円

■医師の働き方改革の推進に向けた調査研究 1.0億円（0.6億円）

・集中的技能向上水準の適用に向けた準備支援事業(新規) 0.2億円

・医師等働き方調査事業 0.4億円(0.6億円)
・ICTを活用した医科歯科連携の検証事業(新規) 0.3億円

■勤務医の働き方改革の推進（新規） 95.3億円 ※地域医療介護総合確保基金（795.8億円）の内数

勤務医の働き方改革を推進するため、地域医療において特別な役割があり、かつ過酷な勤務環境となっていると都道府県知
事が認める医療機関を対象とし、医師の労働時間短縮に向けた総合的な取組に要する、ＩＣＴ等機器、休憩室整備費用、改善
支援アドバイス費用、短時間勤務要員の確保経費等をパッケージとして助成を行う。
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令和２年度診療報酬改定について

診療報酬として 公費 １２６億円程度

地域医療介護総合確保基金として 公費 １４３億円程度

なお、勤務医の働き方改革への対応については、今後、医師に対する時間外労働の上限規制の適用及び暫定特例水準の適用終了に向
けて、上限を超える時間外労働ができる限り早期に解消されるよう、医療機関による労働時間短縮を促進する制度的対応等とあわせ、診療
報酬及び地域医療介護総合確保基金の対応を検討する。

勤務医への働き方改革への対応について

１．診療報酬 ＋０．５５％
※１ うち、※２を除く改定分 ＋０．４７％

各科改定率 医科 ＋０．５３％
歯科 ＋０．５９％
調剤 ＋０．１６％

※２ うち、消費税財源を活用した救急病院における勤務医の働き方改革への特例的な対応 ＋０．０８％

２．薬価等
➀ 薬価 ▲０．９９％
※ うち、実勢価等改定 ▲０．４３％

市場拡大再算定の見直し等 ▲０．０１％

➁ 材料価格 ▲０．０２％
※ うち、実勢価等改定 ▲０．０１％

診療報酬改定
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働き方に係る見直し事項等（全体像）

○ 医療従事者の負担軽減及び処遇改善のため
の要件の見直し

○ 病院勤務医の負担軽減及び処遇改善のため
の要件の見直し

○ 看護職員の負担軽減等の取組に係る評価の
見直し

○ 救急医療体制における重要な機能を担う医療
機関の評価

○ 医師事務作業補助体制加算の要件の見直し

○ 病棟薬剤業務実施加算等の要件の見直し

○ 周術期におけるタスク・シェアリング／タスク・
シフティング

○ 看護補助者に係る評価の見直し

○ 栄養サポートチーム加算の要件の見直し

○ 医師の常勤要件の見直し

○ 看護師の常勤要件及び専従要件の見直し

○ 会議の合理化

○ 書類作成の合理化

○ 研修要件の合理化

○ 診療報酬明細書の記載の合理化

○ 地方厚生（支）局への届出に当たっての業務
の効率化

医師・医療従事者の負担軽減策
タスク・シェアリング／タスク・シフティング、

チーム医療の推進

人員配置の合理化 業務の効率化・合理化
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